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 地方公務員法第８条、第14条及び第26条の規定に基づき、

一般職の職員の給与について別紙第１のとおり報告し、別紙

第２のとおり勧告します。 

 また、同法第８条の規定に基づき、人事制度等について別紙

第３のとおり報告します。 
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別 紙 第 １ 

 

職員の給与に関する報告（意見） 

 

給与勧告制度は、公務員が労働基本権を制約されている下で、その代償措

置としての機能を有するものである。また、住民に対する説明責任を果たし、

理解と納得を得るためにもその役割は重要である。 

このため、本委員会は、地方公務員法に基づき、職員の給与水準を民間従

業員の給与水準に均衡させることを基本に、公民較差の精確な算定を行い、

その確実な解消を図り、適正な給与水準を確保するよう勧告を行ってきた。 

本委員会は、こうした観点から職員及び民間従業員の給与等の実態、生計

費その他職員の給与決定に関する諸事情について調査・研究を行った。 

その内容は、以下のとおりである。 

 

Ⅰ 職員と民間従業員の給与比較 

 

１ 職員の給与 

本委員会が実施した「東京都職員給与等実態調査」（以下「職員給与

調査」という。）によると、４月現在の職員の総数（公営企業職員を除

く。）は144,860人（昨年151,453人）であり、その平均給与月額は

415,462円（同415,062円）、平均年齢は39.5歳（同39.6歳）である。 

 

  



 

 

 

給料表別人員、平均給与月額、平均年齢 

給料表
     区 分 適用人員及び構成比 平均給与月額 平 均 年 齢 

 人 ％ 円 歳 

全 給 料 表 144,860 100.0 415,462 39.5 

行 政 職 給 料 表 ( 一 ) 23,163 16.0 401,786 41.1 

行 政 職 給 料 表 ( 二 ) 1,112 0.8 365,109 48.4 

公 安 職 給 料 表 60,949 42.1 407,837 38.9 

医 療 職 給 料 表 ( 一 ) 154 0.1 768,949 46.7 

医 療 職 給 料 表 ( 二 ) 1,070 0.7 357,507 38.7 

医 療 職 給 料 表 ( 三 ) 774 0.5 395,185 45.9 

教 育 職 給 料 表 57,569 39.7 429,735 39.3 

指 定 職 給 料 表 69 0.0 980,383 57.2 
 

(注) 構成比は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても100％にはならない場合が 
ある。 

 

また、民間従業員と比較する行政職給料表（一）適用職員（新卒採用 

職員を除く。）は22,584人（昨年23,225人）であり、その平均給与月額

は406,313円（同404,024円）、平均年齢は41.6歳（同41.4歳）である。 

 

民間給与との比較を行う行政職給料表（一）適用職員の平均給与月額等 

給 料 

給料の 

特別調整額 

(管理職手当)

扶養手当 地域手当 住居手当 その他 合 計 
 
平均年齢 

322,576円 8,606円 5,111円 66,491円 1,934円 1,595円 406,313円  41.6歳 

 
(注)１ 給料には、給料の調整額及び切替えに伴う差額が含まれる。 
  ２ その他は、単身赴任手当（基礎額）、特地勤務手当等である。 

  



 

 

 

２ 民間従業員の給与 

(1) 職種別民間給与実態調査の概要 

本委員会は、職員の給与と民間従業員の給与との精確な比較を行う

ため、「職種別民間給与実態調査」（以下「民間給与調査」という。）

を実施した。この調査は、都内に所在する調査対象産業の事業所のう

ち、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の11,186事業所

の調査母集団から、1,242事業所を無作為に抽出して実施した。 

調査は実地を基本として行っており、民間従業員の本年４月分の給

与支給月額、昨年８月から１年間の特別給（賞与）の支給状況のほか、

給与改定の状況等を調査項目としている。 

調査完了事業所は、調査の協力が得られなかった事業所等を除く

754事業所、調査実人員は52,485人である。 

 

産業別調査事業所数 

産      業 

  
調査事業所数 
(無作為抽出) 

 
うち調査完了 

 事業所 事業所 

農 業 ， 林 業 、 漁 業 0 0 

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 、 
建 設 業 96 73 

製 造 業 253 173 

電気・ガス・熱供給・水道業、 
情 報 通 信 業 、 運 輸 業 ， 郵 便 業 312 162 

卸 売 業 ， 小 売 業 186 105 

金 融 業 ， 保 険 業 、 
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 123 71 

教 育 ， 学 習 支 援 業 、 
医 療 , 福 祉 、 サ ー ビ ス 業 272 170 

計 1,242 754 
 

(注) 産業は、日本標準産業分類の大分類項目である。ただし、「サービス業」については、同大
分類項目の「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連
サービス業，娯楽業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」
（宗教及び外国公務に分類されるものを除く。）である。 

 

 



 

 

 

(2) 民間給与調査の結果 

本年の「民間給与調査」の主な調査結果は次のとおりである。 

 

ア 初任給月額及び平均給与額等 

民間従業員の初任給月額及び平均給与額等は、参考資料第16表及

び第17表のとおりである。 

 

イ 初任給改定等の状況 

企業全体として見た場合に新規学卒者の採用があった事業所の割

合は、大学卒では69.6％（昨年69.0％）、高校卒では23.8％（同

23.9％）となっている。そのうち、採用があった事業所について、

初任給の改定状況を見ると、初任給を増額した事業所の割合は、

大学卒では55.9％（同31.3％）、高校卒では63.8％（同41.0％）

といずれも昨年より大きく増加している。 

 

民間における初任給改定等の状況 

項 目 
   
学 歴 

     

採用あり 初任給の改定状況 採用なし 

 増 額 据置き 減 額  

大  学  卒 69.6 ％ (55.9 ％) (43.9 ％) (  0.2 ％) 30.4 ％ 

高  校  卒 23.8 ％ (63.8 ％) (35.2 ％) (  1.0 ％) 76.2 ％ 

(注)１ 事務員と技術者のみを対象としたものである。 
２ 採用の有無は、企業全体として見た場合の採用状況について集計したものである。 
３ 「初任給の改定状況」欄の（ ）内は、「採用あり」の事業所を100としたときの割合で 

ある。 

 

ウ 給与改定の状況 

ベースアップを実施した事業所の割合は、一般の従業員（係員）

では46.6％（昨年29.5％）、管理職（課長級）では41.0％（同

25.8％）といずれも昨年より大きく増加している。ベース改定の慣

行がない事業所の割合は、一般の従業員（係員）では48.1％（同

62.2％）、管理職（課長級）では53.8％（同66.0％）となっている。 

 



 

 

 

民間における給与改定の状況 

項  目 
  

役職段階 

ベースアップ 
実 施 

ベースアップ 
中 止 

ベースダウン 
ベ ー ス 改 定 
の 慣 行 な し 

係   員  46.6 ％   4.9 ％  0.4 ％ 48.1 ％ 

課 長 級  41.0 ％   5.2 ％  0.0 ％ 53.8 ％ 

 

また、定期昇給を実施した事業所の割合は、一般の従業員（係員）

では81.8％（昨年82.9％）、管理職（課長級）では74.6％（同

72.6％）となっている。 

 

民間における定期昇給の実施状況 

項  目 
  

役職段階 

    
定 期 昇 給 
制 度 あ り 

定 期 昇 給 
実       施 

定 期 昇 給 
中       止 

定 期 昇 給 
制 度 な し 

  

係   員 81.8 ％ 81.8 ％  0.0 ％ 18.2 ％ 

課 長 級 74.9 ％ 74.6 ％  0.3 ％ 25.1 ％ 
 

(注) ベース改定と定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計した。 

 

３ 職員と民間従業員の給与の比較結果 

(1) 例月給 

本委員会では、例年、民間準拠を基本とした考え方の下、「職員給

与調査」と「民間給与調査」の結果に基づき、職員と民間従業員の給

与を精確に比較している。 

給与は、一般的に、職種のほか、役職や年齢等が異なることにより、

その水準も異なる傾向にあることから、職員と民間従業員の給与比較

は、公民給与それぞれの単純な平均値によるのではなく、以下のとお

りラスパイレス方式により行っている。 

比較の対象職種を、行政職給料表（一）が適用される事務・技術職

職員と、同種の仕事に就いている民間従業員とした上で、主な給与決

定要素である役職、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与を

対比させ、職員の人員数のウエイトを用いて両者の給与水準を比較し

ている。 



 

 

 

その結果、本年４月における職員の平均給与月額は406,313円、民

間従業員の平均月額は409,882円となった。 

したがって、本年の公民較差は、民間従業員の給与が職員の給与を

上回り、その額は3,569円、率にすると0.88％となった。 

 

公民給与の比較 

民 間 従 業 員 職 員 公 民 較 差 

409,882 円 406,313 円 3,569 円(0.88％) 
 

(注) 率については、小数点以下第３位を四捨五入している。 

 

(2) 特別給 

「民間給与調査」の結果によると、昨年８月から本年７月までの１

年間において、民間従業員に支給された特別給（賞与）の平均所定内

給与月額に対する支給割合は、年間4.63月分であり、職員の特別給

（期末・勤勉手当）の年間支給月数4.55月分を0.08月分上回っている。 

 

民間における特別給（賞与）の支給状況 

 下 半 期 上 半 期 

平 均 所 定 内 給 与 月 額 401,922 円 406,223 円 

特 別 給 の 支 給 額 888,340 円 983,102 円 

特 別 給 の 支 給 割 合  2.21 月分  2.42 月分 

特 別 給 年 間 計 4.63 月分 
 

(注) 下半期とは令和４年８月から令和５年１月まで、上半期とは令和５年２月から７月までの 
期間をいう。 



 

 

 

Ⅱ 生計費・賃金雇用情勢・国家公務員の給与等 

 

１ 物価・生計費 

本年４月の東京都区部における消費者物価指数（総務省「消費者物価

指数月報」）は、昨年４月に比べ3.5％上昇しており、勤労者世帯の消

費支出（同省「家計調査報告」）は、昨年４月に比べ3.8％の増となっ

ている。 

なお、本委員会が「東京都生計分析調査報告」（東京都総務局）等を

基礎に算定した本年４月における世帯人員別標準生計費は、次のとおり

である。 

 

世帯人員別標準生計費 

世 帯 人 員 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

標準生計費 143,780円 148,540円 202,320円 256,100円 309,860円 

 

（参考資料第19表 参照） 

 

２ 民間賃金指標・雇用情勢 

「毎月勤労統計調査」（東京都総務局）によると、本年４月の東京都

における所定内給与は、昨年４月に比べ2.6％増加となった。 

東京都における本年４月の有効求人倍率（東京労働局「職業安定業務

統計」）は1.79倍（季節調整値）であり、昨年４月より0.40ポイント上

昇した。また、東京都における本年４月から６月までの完全失業率（東

京都総務局「東京の労働力」）は2.6％（原数値）であり、昨年同期に

比べ0.2ポイント低下した。 

 

（参考資料第20表 参照） 

 

 

 



 

 

 

３ 国家公務員の給与等 

人事院は、８月７日に国家公務員の給与等に関する勧告を行った。民

間給与が国家公務員給与を3,869円（0.96％）上回っていることから、

初任給を始め若年層に重点を置き、俸給表の引上げ改定を行った。特別

給については、民間事業所における支給割合が年間4.49月分であること

から、民間との均衡を図るため、支給月数を0.10月分引き上げ、4.50月

分とし、支給月数の引上げ分は、民間の特別給の支給状況等を踏まえ、

期末手当及び勤勉手当に均等に配分することとした。 

また、在宅勤務等に伴う光熱・水道費等の費用負担が特に大きいこと

を考慮し、令和６年度から在宅勤務等手当を新設することとした。 

【民間給与との較差】 

民 間 給 与 国家公務員給与 較    差 

407,884円 404,015円 3,869円 
 
(注) 国家公務員給与は行政職俸給表(一)適用職員（平均年齢42.4歳）の平均給与月額である。 

【給与改定】 

俸 給 表 

行政職俸給表(一)： 平均1.1％引上げ 
総合職試験及び一般職試験（大卒程度）の初任給
を11,000円、一般職試験（高卒者）の初任給を
12,000円引上げ 
初任給を始め若年層に重点を置き、そこから改定
率を逓減させる形で引上げ改定 

そ の 他 の 俸 給 表： 行政職俸給表(一)との均衡を基本に改定 
指定職俸給表は行政職俸給表(一)10級の平均改定
率と同程度の引上げ改定 

期 末 ・ 勤 勉 手 当 
年間支給月数 4.40月→4.50月 
（引上げ分（0.10月）は期末手当及び勤勉手当に均等配分） 

初 任 給 調 整 手 当 医療職俸給表(一)の改定状況を勘案し改定 414,800円→415,600円 

在宅勤務等手当の
新設 

・対 象：住居その他これに準ずる場所で、一定期間以上継続して１
か月当たり10日を超えて正規の勤務時間の全部を勤務する
ことを命ぜられた職員 

・手当額：月額3,000円 

・令和６年４月１日実施 

・在宅勤務等手当の新設に伴う通勤手当の取扱いを措置 

【勤務時間に関する勧告】 

フレックスタイム
制の改正 

・フレックスタイム制の活用により、勤務時間の総量を維持した上
で、週１日を限度に勤務時間を割り振らない日の設定が可能（育児
介護等職員に認められている措置を一般の職員へ拡大） 

・令和７年４月１日実施 

 



 

 

 

【公務員人事管理に関する報告】 

〇公務組織を支える多様で有為な人材の確保のための一体的な取組 

 民間と公務の知の融合の推進、採用試験の実施方法の見直し、今後の公務に求められる 

人材の戦略的確保に向けた取組 

〇職員個々の成長を通じた組織パフォーマンスの向上施策 

 職員の自律的なキャリア形成・主体的な学びの促進、個々の力を組織の力へつなげる取 

 組 

〇多様なワークスタイル・ライフスタイル実現とWell-beingの土台となる環境整備 

【給与制度のアップデート】 

令和６年に向けて措置を検討する事項の骨格案（主な取組事項） 

〇人材の確保への対応 

 ・新規学卒者、若手・中堅職員の処遇 

  新卒初任給の引上げ、係長級～本府省課長補佐級の俸給の最低水準を引上げ、最優秀
者のボーナスの上限引上げ 

 ・民間人材等の処遇 

  係長級～本府省課長補佐級の俸給の最低水準を引上げ（再掲）、特定任期付職員の
ボーナス拡充、採用時からの新幹線通勤・単身赴任に対する手当支給 

〇組織パフォーマンスの向上 

 ・役割や活躍に応じた処遇 

  係長級～本府省課長補佐級の俸給の最低水準を引上げ（再掲）、本府省課室長級の俸
給体系をより職責重視に見直し、管理職員の超過勤務に対する手当支給拡大、最優秀
者のボーナスの上限引上げ（再掲） 

 ・円滑な配置等への対応 

  地域手当の大くくり化、新幹線通勤に係る手当額見直し、定年前再任用短時間勤務職
員等に支給する手当の拡大 

〇働き方やライフスタイルの多様化への対応 

  扶養手当の見直し、テレワーク関連手当の新設、採用時からの新幹線通勤・単身赴任
に対する手当支給（再掲）、新幹線通勤に係る手当額見直し（再掲） 

 

  



 

 

 

Ⅲ 給与改定等 

 

給与勧告制度は、公民較差を解消して職員と民間従業員との給与水準の

均衡を図ることで、職員の給与を社会一般の情勢に適応した適正な水準と

する役割を果たしている。 

この給与勧告制度の趣旨を踏まえ、本年は、Ⅰの３で述べた職員と民間

従業員の給与の比較結果に加え、生計費や人事院の勧告内容などを総合的

に勘案した結果、給料表の引上げ改定を行うことで公民較差の解消を図る

ことが適当であると判断した。 

また、特別給についても、民間事業所における支給割合を考慮して、年

間支給月数を引き上げることが適当であると判断した。 

本年の公民較差に基づく給与改定等の内容は、以下のとおりである。 

 

１ 公民較差に基づく改定 

(1) 給料表 

行政職給料表（一）が適用される職員の給与については、民間従業

員の給与が職員の給与を3,569円（0.88％）上回っていることから、

給料表の引上げ改定を行う。 

具体的には、人材確保の観点から１級の初任層に重点を置きつつ、

全級全号給の引上げ改定を行う。 

行政職給料表（一）以外の給料表については、行政職給料表（一）

の改定内容を基本として、それぞれの任用実態等を踏まえ改定を行う。 

指定職給料表については、これまで国家公務員との均衡を考慮し改

定を行ってきたことから、国の指定職俸給表に準じて引上げ改定を行

い、定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額は、各級の改定状況

を踏まえ引上げ改定を行う。 

給料表の改定において、これまで本委員会が行政職給料表（一）１

級・２級の課題として言及してきた昇給幅の是正についても行う。 

なお、給料表の改定に併せ、給与条例の改正に伴い差額を支給され

ている職員の給料等についても、所要の改定が必要である。 

 



 

 

 

 (2) 初任給 

行政職給料表（一）におけるⅠ類Ｂ、Ⅱ類及びⅢ類の初任給につい

ては、国家公務員における初任給の改定状況や民間における初任給の

状況を踏まえ、有為な人材を確保する観点から、それぞれ引上げを行

う。 

具体的には、Ⅰ類Ｂの初任給を8,300円、Ⅱ類の初任給を7,900円、

Ⅲ類の初任給を7,900円、それぞれ引き上げる。 

 

(3) 特別給 

民間事業所における支給割合が職員の年間支給月数を上回っている

ことを踏まえ、期末・勤勉手当の支給月数を0.10月分引き上げて4.65

月分とする。指定職給料表適用職員については3.50月分、定年前再任

用短時間勤務職員については2.45月分、指定職給料表の適用を受ける

定年前再任用短時間勤務職員については1.85月分となるよう、それぞ

れ0.05月分引き上げる。 

支給月数の引上げは、民間従業員の特別給における考課査定分の割

合等を考慮し、勤勉手当で行うことが適当である。 

また、勤勉手当が支給されない特定任期付職員等については、期末

手当の支給月数を0.05月分引き上げて3.50月分とする。 

 

(4) 実施時期 

上記(1)(2)の改定は、職員の給与水準を引き上げる内容の改定であ

り、本年４月時点の比較に基づいて、公務員給与と民間給与を均衡さ

せるためのものであることから、令和５年４月１日に遡及して実施す

ることが適当である。また、(3)の改定は、本年12月期の期末・勤勉

手当から実施することが適当である。 

 

２ 在宅勤務等手当 

人事院は、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、官民問わ

ず広がってきている在宅勤務等の働き方については、給与制度もこうし

た社会及び公務の変化に対応していく必要があるとして、本年、在宅勤



 

 

 

務等を中心とした働き方をする職員については、在宅勤務等に伴う光

熱・水道費等の費用負担が特に大きいことを考慮し、その費用負担を軽

減するため、在宅勤務等手当の新設を勧告した。 

都は、これまでライフ・ワーク・バランス推進に向け、テレワークを

導入して実施の推進や対象職員の拡大等を図ってきた。昨年においては、

柔軟で多様な働き方を推進していく観点から、テレワークの週当たりの

上限日数を撤廃している。 

在宅勤務等に伴う光熱・水道費等の費用負担については、都の職員に

おいても国家公務員と同様であり、また、都内における民間給与実態調

査においても在宅勤務関連手当を支給する事業所の割合は国と同様に増

加傾向にある。 

任命権者においては、在宅勤務等手当の支給について国との制度均衡

を考慮しつつ、都におけるテレワークの実情や国の法改正の動向を踏ま

えた検討が必要である。また、在宅勤務等手当を支給する場合には、併

せて通勤手当の取扱いについても検討すべきである。 

 

３ 今後の課題 

本委員会は、これまで、職責・能力・業績の給与への反映を基本とし

て、職務の級の統合等による各職級の職責差の明確化など都独自の問題

意識に基づいた様々な取組を進めてきており、今後とも、任命権者にお

ける運用の実態を把握しながら、給与制度全般について不断の検証を重

ね、必要な検討を行っていく。 

本年は、昨年の言及を踏まえ、給与制度における主な課題とその方向

性について、以下のとおり述べる。 

 

(1)  能力・業績を反映した給与制度の更なる進展 

本委員会は、これまで、職員の能力・業績の給与への反映を基本と

し、特別給における勤勉手当の割合の拡大や成績率の査定幅の拡大等

について、言及してきた。 

特別給については、本年の改定において、民間事業所の支給状況を

踏まえ、能力・業績を給与に反映させるため、引上げ分を勤勉手当に



 

 

 

配分することとしている。今後とも、能力・業績が反映された給与制

度となるよう、期末・勤勉手当への適正な配分その他について検証し

ていく。 

また、昇給制度については、任命権者において本年以降実施される

勤務の成績に基づく下位区分の適用の見直しや定年引上げの影響も含

めた運用実態を分析し、適切な対応を検討していく。 

 

(2)  職務給の更なる進展等 

本年は、本委員会がこれまで言及してきた行政職給料表（一）１

級・２級における昇給幅について、前述した給料表の改定の中で、上

位級とのバランスを考慮したものへと是正を行った。 

今後、定年引上げ等による職級構成の変化を注視し、必要に応じて

職務の級の職責を踏まえた給与制度について、適宜、適切な対応を検

討していく。 

 

(3)  新たな給与制度の在り方についての検討 

人事院は、本年の公務員人事管理に関する報告において、給与制度

のアップデートに関し令和６年に向けて主に取り組む事項を示した。 

採用時給与水準の改善や各種手当の見直しなど人事院が示した事項

について、国の動向を注視するとともに、来年、人事院において成案

が示されることを見据えて、都の実情を踏まえ必要に応じて対応を検

討していく。 

また、本年から定年が段階的に引き上げられるのに合わせて、60歳

を超える職員の給与については、当分の間の措置として給与水準が７

割に設定されているが、定年引上げが完成した後は、60歳前後での給

与水準が連続的になるように給与制度を設計する必要がある。 

本委員会としては、都の定年引上げ等に伴う任用実態の変化や民間

における高齢層の給与の状況などについて継続的に把握し、新たな給

与制度の在り方に関する研究・検討を進めていく。  

  



 

 

 

Ⅳ 勧告実施の要請 

 
人事委員会による給与勧告制度は、労働基本権が制約されている公務員

の給与について適正な水準を確保するためのものであり、都民の理解と納

得を得ながら職員給与を決定する方式として定着している。 
本年は、民間事業所の賃上げ状況等を反映し、給料表及び特別給とも引

き上げる内容となっており、民間従業員の給与水準を適切に職員の給与に

反映する観点から、早期の較差解消が求められる。 
議会及び知事においては、このような給与勧告制度の趣旨等を理解され、

勧告のとおり実施されるよう望むものである。 
 

 
 



 

 

別 紙 第 ２ 

 

職 員 の 給 与 に 関 す る 勧 告 

 

職員の給与に関する条例（昭和26年東京都条例第75号）、学校職員の給与

に関する条例（昭和31年東京都条例第68号）、東京都の一般職の任期付職員

の採用及び給与の特例に関する条例（平成14年東京都条例第161号）及び東

京都の一般職の任期付研究員の採用及び給与の特例に関する条例（平成14年

東京都条例第162号）に定める職員の給与について下記のとおり改定するよ

う勧告する。 

記 

１ 給料表 

(1) 職員の給与に関する条例及び学校職員の給与に関する条例 

現行の給料表を、別記第１のとおり改定すること。 

 

(2) 東京都の一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 

現行の給料表を、別記第２のとおり改定すること。 

 

 (3) 東京都の一般職の任期付研究員の採用及び給与の特例に関する条例 

現行の給料表を、別記第３のとおり改定すること。 

 

２ 期末手当及び勤勉手当 

(1) 令和５年12月期の支給月数 

ア 下記イからオまでに掲げる職員以外の職員 

令和５年12月に支給する勤勉手当の支給月数を1.175月分（定年前

再任用短時間勤務職員については、0.575月分）とし、勤勉手当の年

間支給月数を2.25月分（定年前再任用短時間勤務職員については、

1.10月分）とすること。 

イ 別記第４の給料表欄に掲げる給料表の適用を受ける職員で同表の職



 

 

員欄に掲げる職員 

令和５年12月に支給する勤勉手当の支給月数を1.375月分（定年前

再任用短時間勤務職員については、0.675月分）とし、勤勉手当の年

間支給月数を2.65月分（定年前再任用短時間勤務職員については、

1.30月分）とすること。 

ウ 別記第５の給料表欄に掲げる給料表の適用を受ける職員で同表の職

員欄に掲げる職員 

令和５年12月に支給する勤勉手当の支給月数を1.475月分（定年前

再任用短時間勤務職員については、0.675月分）とし、勤勉手当の年

間支給月数を2.85月分（定年前再任用短時間勤務職員については、

1.30月分）とすること。 

エ 指定職給料表の適用を受ける職員 

令和５年12月に支給する勤勉手当の支給月数を1.15月分（定年前再

任用短時間勤務職員については、0.625月分）とし、勤勉手当の年間

支給月数を2.25月分（定年前再任用短時間勤務職員については、1.20

月分）とすること。 

オ 特定任期付職員、第一号任期付研究員及び第二号任期付研究員 

令和５年12月に支給する期末手当の支給月数を1.775月分とし、期

末手当の年間支給月数を3.50月分とすること。 

 

(2) 令和６年６月期以降の支給月数 

ア 下記イからオまでに掲げる職員以外の職員 

６月及び12月に支給する勤勉手当の支給月数をそれぞれ1.125月分

（定年前再任用短時間勤務職員については、それぞれ0.55月分）とす

ること。 

イ 別記第４の給料表欄に掲げる給料表の適用を受ける職員で同表の職

員欄に掲げる職員 

６月及び12月に支給する勤勉手当の支給月数をそれぞれ1.325月分

（定年前再任用短時間勤務職員については、それぞれ0.65月分）とす

ること。 

ウ 別記第５の給料表欄に掲げる給料表の適用を受ける職員で同表の職



 

 

員欄に掲げる職員 

６月及び12月に支給する勤勉手当の支給月数をそれぞれ1.425月分

（定年前再任用短時間勤務職員については、それぞれ0.65月分）とす

ること。 

エ 指定職給料表の適用を受ける職員 

６月及び12月に支給する勤勉手当の支給月数をそれぞれ1.125月分

（定年前再任用短時間勤務職員については、それぞれ0.60月分）とす

ること。 

オ 特定任期付職員、第一号任期付研究員及び第二号任期付研究員 

６月及び12月に支給する期末手当の支給月数をそれぞれ1.75月分と

すること。 

 

３ 実施時期 

この改定は、令和５年４月１日から実施すること。ただし、２(1)につ

いては、この勧告を実施するための条例の公布の日から、２(2)について

は、令和６年４月１日から実施すること。 



  

 

 

別 紙 第 ３ 

 

人事制度及び勤務環境等に関する報告（意見） 

 

社会経済状況が速いスピードで激変する中、日本の企業は経営環境の変化

に自社の人材マネジメントを適合させ、海外企業等との間の競争優位性を高

める取組を実施している。国際的な潮流として、人材を経営戦略の実現に欠

かせない重要な資本ととらえる「人的資本」という考え方への注目が高まっ

ている。これを反映して、我が国を含む先進国で、企業の人的資本に関する

情報開示を義務化する動きが広まっている。「人的資本」という概念は、人

材戦略を経営戦略と連動させ、資本としての個を尊重した人材マネジメント

を行うことが、企業価値の創造につながるという考えを表している。この考

えの下で望まれるのは、多様な人材が自律的に競い合い、従業員と企業がと

もに成長する組織であり、また、従業員と企業との間の積極的な対話により

相互理解が深く、オープンな組織である。 

さらに、人材マネジメントの新たな取組として、近年、ポストの職務内容

や人材要件をあらかじめ明確化し人事異動によらず組織の内外から人材を募

集する、報酬はその者の属性によらずポストの職務価値によって設定すると

いった、いわゆるジョブ型の人事制度が実施され始めている。こうした人事

制度の下では、従業員は自身が望む将来の姿を考え、主体的に能力開発を図

り、人材としての価値を高める行動をとる。そのため、自身の希望やキャリ

ア展望により転職することも珍しくない。こうしたことから、企業側にも退

職後に貴重な経験を積んだ復職希望者を採用（アルムナイ採用）するなど、

採用精度の向上を図り、従業員の自律性を尊重して中長期的に良好な関係を

築く取組がみられてきた。また、今の就業者の意識は、仕事における自己成

長感・自己効力感を重視し、上司などにも、自身のキャリア展望や仕事の成

果について丁寧に向き合うことを期待する傾向がみられるようになってきた

といわれる。 

現在は、これまで日本の企業が暗黙の前提にしてきた、一つの組織に長期

間在職することや組織主導の配属・育成による人材開発が、制度の面でも意

識の面でも変わり始めている転換期と考えられる。 



  

 

 

都庁はこれまで、都政の諸課題に対応し、行政サービスの質の向上に不断

の努力を続けてきた。人材獲得競争が激しさを増す中、都が適切な行政サー

ビスを提供し続けるためには、都を、公務部門間のみならず民間企業との間

でも有為な人材にとって魅力ある職場とし、人材を確保し続けることが必要

である。民間企業ではいわゆる中途採用が一般的な採用方法として定着し、

転職が珍しくなくなった今、都においても、転職市場から人材を確保してい

くことが今まで以上に重要である。 

 こうした状況の下では、上述のような企業の考え方や就業者の意識の変化

を十分に考慮し、多くの人から「選ばれる都庁」とするための取組を、法令

上の制約を踏まえつつも、これまでの枠組みにとらわれず、時期を逸するこ

となく自ら積極的に進めることが必要である。 

加えて、ライフスタイルや働き方が多様化している状況においては、個々

の職員の違いを認め、多様な人材を生かし、その能力を最大限に発揮できる

ようにすることも欠かせない。このことは、組織のパフォーマンス向上のた

めに重要な視点であり、政策にイノベーションを起こし、新たな価値を生み

出すことにもつながる。 

 

このような認識を踏まえ、本委員会では、以下の事項が今後の取組の要点

であると考える。 

第一に、より幅広い人材が都庁に入ることができる仕組みをつくることで

ある。具体的には、職員採用の大宗を占める新規学卒者を念頭にした採用に

おいて、民間企業併願者が魅力を感じる取組を引き続き検討する。加えて、

経験者採用を拡充し、民間企業等における多様な経験や高度な専門性を有す

る人材のより一層の誘致・確保を進める。 

第二に、職員一人ひとりの能力伸長を図ることである。一人ひとりの成長

が都庁全体のパフォーマンス向上につながる。そのために、職員が自らの

キャリアを展望し、組織と職員とが相互理解を深め、各人の成長意欲や仕事

に対するモチベーションを高める取組を進める必要がある。 

第三に、職員が心身の健康を保持し、ライフ・ワーク・バランスを実現し

ていることである。このことは、職員が生き生きと働き、高いパフォーマン

スを発揮する土台となる。具体的には、超過勤務の縮減、柔軟な働き方によ



  

 

 

る時間の有効活用、健康増進に引き続き取り組む必要がある。 

これらの取組により、都庁が、有為な人材が集まり、やりがいを感じて働

き、健康的に生活できる職場になっていく。このことが広く認知されること

で、より多くの有為な人材が都庁で働くことを希望するという循環を生み出

すことが重要である。 

こうした考え方の下、本年は、多様な人材の確保・育成・活躍の推進、働

き方改革と勤務環境の整備、公務員としての規律の徹底について重点的に言

及する。 

 

 

Ⅰ 多様な人材の確保・育成・活躍の推進 

 

１ 人材確保・育成に向けた取組 

  （都庁の魅力の向上・発信・浸透） 

人材獲得競争は激化しており、公務部門全体で採用試験の申込者数が

減少している。特に都では、10年前の３分の１程度の水準にまで落ち込

んでおり、危機的状況である。 

就職先の選択は、就職先における働きがいについての、求職者による

総合的な評価の結果としてなされると考えられる。したがって、仕事の

内容や勤務の条件・環境はもちろん、従業員の配置・配属、評価・処遇、

人材育成や昇進といったキャリアパスに関わる要素、さらに、より深層

的にはその組織の理念・文化など、組織・人材マネジメントのあらゆる

面が影響している。民間でも、採用ブランディングの戦略の一環として、

働きがいの向上に取り組む動きがみられる。 

本委員会は、都職員という職業について、世界有数の大都市・東京に

先鋭的に現れる社会的課題の解決や、ハード・ソフト両面にわたる都市

インフラの維持・改善など、やりがいある職務を通じ、社会的貢献と自

己成長を果たすことのできる意義深い仕事と考える。また、勤務環境も、

個々の事情に合わせた柔軟な働き方を可能とする制度が整備されており、

安定的に働き続けられる条件が整っていると考える。 

「選ばれる都庁」になるためには、さらに、都庁ではどのような仕事



  

 

 

ができるのか、どのように自身が成長できるのか、どのような組織文

化・勤務環境なのかといった多面的な観点から、客観的なデータに基づ

き、自らの現状を把握・分析した上で、都庁の強みを生かすとともに、

弱みを改善していく地道な取組を迅速に進める必要がある。加えて、求

職者にその魅力が広く、深く認識されるよう、想定する求職者のター

ゲットごとに効果的な情報発信・コミュニケーションを重ねることが有

効である。 

このことは、有為な人材を惹きつけるための方策にとどまらず、能力

を最大限に伸ばし、発揮させることにもつながるものであり、ひいては

公務能率を増進するという人事行政の目的に適うものである。 

 

（採用制度の検証） 

 都ではこれまで、高度な専門知識を有する人材を対象とするⅠ類Ａ採

用試験、民間企業等で培った職務経験を有する人材を対象とするキャリ

ア活用採用選考の導入など、情勢を踏まえた採用制度の改正を行ってき

た。現下の労働市場には、人材供給構造の変化や転職の増加がみられ、

これに対応した採用制度の見直しを迅速に進めることが重要である。 

まずは、新卒・経験者採用のそれぞれについて、在学中又は在職中で

あるかを問わず、また、出身学部等を問わず、都への就職を希望する多

様な人材にとって受験しやすくなるよう、採用試験の方法の見直しや採

用チャネルの多様化を進める。 

採用試験の方法の見直しとして、本年８月、民間併願者等をメイン

ターゲットとしている大卒程度の採用区分であるⅠ類Ｂ採用試験（新方

式）において、令和６年度から民間の採用選考で広く用いられている適

性検査を導入することを公表した。今後、導入後の効果検証を行いつつ、

他の民間経験者等向けの採用試験についても、適性検査の導入を拡大し

ていく。 

 また、採用チャネルの多様化として、まず、特に競争倍率の低迷が続

いている技術職について、民間併願者等の受験者を誘引するため、具体

策を速やかに検討・実施していく。さらに、社会一般における転職の増

加を踏まえた取組が有効である。民間転職市場にも、公務への就職を希



  

 

 

望する有為な人材の存在が想定される一方で、都における経験者採用は、

特定の分野の専門性を有する区分に限って行っている。今後は、特定の

分野に限定せず、キャリアを有する人材に広く開かれた採用を積極的に

行うとともに、新卒就職と異なり求職の時期が各人各様であるという転

職の特徴を踏まえ、需給状況に応じ年間を通じた柔軟な採用の取組を検

討していく。こうした経験者向けの採用制度の前提として、採用後の職

務内容やキャリア展望が示されることや、都庁以外で培われたキャリア

も十分に尊重され、適切に処遇される制度を整備することが重要であり、

併せて検討を深め、多様な人材で活性化した都庁組織を実現していく。 

人材確保の方策の検討に当たっては、今後、労働力人口の減少が趨勢

的に見込まれることから、採用者数をこれまでどおりの規模で確保して

いくことには限界があることを認識する必要がある。そのため、上記の

採用制度の見直しと併せ、デジタル化をはじめとして、仕事の進め方そ

のものの見直しを行い、質の高い行政サービスを提供できる、簡素で効

率的な組織体制を構築することが肝要である。 

 

（昇任制度の見直し） 

昇任制度は、各職級に相応しい知識や能力を備えた人材を適切に選任

することにより、組織の安定的な執行体制を維持する上で、また、職員

が自身のキャリアを主体的に考え、更なる成長につなげる上でも、重要

な意義を有している。 

これまで都では、昇任制度について見直しを重ね、学歴、性別等にと

らわれない公平な制度を構築すべく、また、各職級に求められる能力の

変化等に即した試験とすべく努力してきた。これからの昇任制度の検討

に当たっては、更なる都政課題の高度化・複雑化や、これに伴う都庁の

執行体制の変化に適応したものとしていく必要がある。具体的には、従

来、職員が直接処理をしていた定型的な業務がＤＸ等により自動化・省

略化されるなど、職員が担う業務が変容しており、今後は都政の喫緊の

課題に対応する政策的な業務にマンパワーシフトしていく見込みである。 

主任級職選考については、その在り方の検討に当たって、上記の状況

の変化に伴い、今後、若手職員にもこれまで以上に都政の課題分析や施



  

 

 

策立案につながる能力が求められていくことを踏まえる必要がある。加

えて、採用時の能力実証の内容が、法令等の知識を問う試験の形式に限

られずに多様化していることから、採用後に、都職員として必要な基礎

的法令等の知識を早期に習得させる必要性が高まっている点も重要であ

る。 

本委員会は昨年、主任級職選考について、競争の激化により合格まで

の期間が長期化するなど負担感が増していることから、職員のモチベー

ションの維持・向上を図るため見直しの必要性に言及した。 

これらの視点を踏まえ、任命権者とともに、試験の実施方法を含め、

時代に即した選考制度とすべく検討を進めてきたところであり、今後、

速やかに制度改正を行っていく。 

管理職選考については、受験率の低迷が長年の課題となっており、管

理職選考への挑戦を促す取組を検討する必要がある。受験率の向上を図

るためには、昇任後における不安感や管理職の働き方に対する抵抗感を

払拭し、受験の負担を軽減するための取組を推進するとともに、自らの

キャリアデザインを描いていける環境を整備していくことが必要である。

性別を問わず、管理職の働き方が魅力あるものと感じることのできる職

場が、健全な「選ばれる職場」であり、職員が都庁で昇任したいと思え

るような勤務環境を作り上げなければならない。 

また、多様化・複雑化する行政課題に速やかに対応するには、ベテラ

ン職員が培ってきた知識・技術、ノウハウ等を最大限活用することが重

要であり、業務の中核となって活躍している管理職選考種別Ｂの有資格

者の昇任意欲を喚起できる環境を整えることが必要である。こうしたベ

テラン層がより責任ある立場に立ち、組織の課題解決力の強化に資する

よう、行政専門職の区分の更なる拡充を進めながら、管理職選考の種別

の在り方も含めて検討を進めていく。 

 

（人材育成の推進） 

 都においては、今後、団塊ジュニア世代（現在50歳前後）の職員の大

量退職を控えており、中長期的な観点から組織力を維持・向上させてい

くことが課題である。また、職員一人ひとりにおいても、若年層から中



  

 

 

堅・高齢層まで世代にかかわらず向上心を持ち続け、前向きにキャリア

を描いていけることは重要である。さらに、管理監督職には、職員の成

長や希望するキャリアを踏まえた人材育成や職員のキャリア形成を支援

していくことが求められている。 

   こうした観点に立ち、職員一人ひとりの能力を最大限発揮できるよう、

ＯＪＴ・Ｏｆｆ－ＪＴの両面から、人材育成や能力開発に取り組む必要

がある。 

    都は、「東京都職員ＯＪＴ指針」に基づきＯＪＴの活性化・定着化を

図っている。職員がそれぞれの役割においてＯＪＴの当事者であること

を認識し、互いにスキルアップを図り、困難な課題に対応できる人材を

育成することが重要である。同時に、職員のやりがいやエンゲージメン

トを高めるため、管理監督職が職員の能力・希望・状況をしっかりと把

握し、その成長を支援する意識を持ってＯＪＴに取り組む必要がある。

特に、経験者採用や任期付職員など都と異なる職場環境を経験して採用

された職員が、その能力や経験を生かして活躍できるよう、公務組織へ

の円滑な適応支援として、公務職場で必要となる知識や実務について、

適切に指導助言し、組織的に都庁人材として育成する取組を充実させる

べきである。 

   Ｏｆｆ－ＪＴとしては、実践的な語学力を磨くとともに、各政策分野

の課題解決につなげるために職員を海外先進都市へ派遣するなど、国際

対応力を向上させる研修を拡充している。また、ＤＸ推進のため、デジ

タルリテラシーの向上やリスキリングによりデジタル人材を養成する研

修を新たに実施するなど、充実に取り組んでいる。 

さらに、変化に富む行政課題に的確に対応するため、国や民間など多

様な主体との交流も活発化させ、外部の知識やスキルを積極的に取り込

んで職員の知見を向上させることも大切である。特に、本年１月策定の

「シン・トセイ３」では、民間企業や海外などへの派遣による育成を一

層推進していくとしており、職員の成長につなげられる都庁を実現する

点で評価できるものである。人事交流を通じて、職員が得た様々な知識

や経験を、日々複雑化・困難化する行政課題に生かしていくことは、政

策のイノベーションを生み出し、都民サービスの更なる向上に寄与する



  

 

 

ことが期待できる。 

「選ばれる都庁」になるためにも、若手のうちから成長を実感でき、

一人ひとりのキャリア形成を支援する人材育成や能力開発に引き続き積

極的に取り組むことを望む。 

 

２ 誰もが活躍できる都庁の実現 

（多様な個性や価値観の尊重） 

激しく変化する不確実性の高い社会において、質の高い行政サービ

スを提供し続けるためには、多様な人材がその能力や経験を十分に発

揮でき、若年層から高齢層まで世代を問わず、互いに尊重し合い、生

き生きと働き続けられる環境の充実が必要である。そして、障害、性

別、性自認及び性的指向、育児や介護など、様々な個性や事情が配慮

され、全ての職員に活躍できる環境が公平に提供される、「ＤＥＩ」

（Ｄは「多様性」を意味するダイバーシティ、Ｅは「公平性」を指す

エクイティ、Ｉは「包摂性」であるインクルージョン）が尊重された

都庁を実現することが重要である。 

そのためには、一人ひとりの希望に沿ったきめ細かなキャリア形成

の支援や育児・介護などのライフステージに応じた働き方の確立を推

進する必要がある。 

また、地位や経験にかかわらず、誰もが意見を自由に言い合え、お

互いに率直に何でも聞き合うことができる状態（心理的安全性）は、

「ＤＥＩ」の土台となっており、心理的安全性が高い組織では活発な

議論が生まれ、それが組織を活性化させ、組織力を高めることを可能

にする。さらに、「ＤＥＩ」を推進していくためには、アンコンシャ

ス・バイアスへの正しい理解も必要である。  

こうしたことから、心理的安全性やアンコンシャス・バイアスへの

理解を深めながら、引き続き「ＤＥＩ」を推進し、様々な個性や価値

観・事情が尊重・配慮され、全ての職員が活躍できる魅力ある職場を

都庁に実現することが重要である。  

加えて、性自認及び性的指向にかかわらず、活躍できる勤務環境を

整備するためにも、本年３月に策定した「第２期東京都性自認及び性



  

 

 

的指向に関する基本計画」や、「東京都パートナーシップ宣誓制度」

の内容を踏まえ、職員が安心して制度を利用できる職場環境づくりを

着実に進めることが重要である。 

 

会計年度任用職員について、来年４月に施行される地方自治法の一部

を改正する法律により、勤勉手当を支給することができることとなった。

新たに支給が可能となる勤勉手当については、国が示す考え方を参考と

しつつ、人事評価制度の運用や任用の実態等を十分に踏まえ、都の実情

に応じた検討を行う必要がある。 

  

  （障害者雇用の推進） 

    障害を有する人が自らの適性を生かし、その能力を最大限に発揮して

活躍できる社会を実現することは重要な課題である。令和６年４月以降、

法定雇用率が段階的に引き上げられる中、障害者雇用の更なる拡大が求

められており、ソーシャル・インクルージョンの考え方の下、公務部門

は率先して障害者雇用の取組を推進していかなければならない。 

 本委員会では、身体障害者、知的障害者及び精神障害者を対象とした

Ⅲ類採用選考を実施している。また、任命権者においては、平成30年度

から知的障害者（教育委員会においては身体障害者、知的障害者及び精

神障害者）を対象とした非常勤職員の採用を行っているほか、令和２年

度には、希望する職員が非常勤職員から常勤職員へステップアップする

ことを可能とする新たな雇用の枠組みを創設した。昨年度からは、障害

者を対象とするⅢ類採用選考の受験資格の上限年齢を、40歳未満から採

用可能上限年齢である60歳未満（本年度以降は、定年の引上げに伴い段

階的に65歳未満へと変更）に引き上げており、更なる取組の推進を図っ

ている。 

    さらに、障害を有する職員の継続的な活躍のためには、個々の障害に

応じた配慮と理解が不可欠である。令和２年３月に策定された「障害者

活躍推進計画」に定めた取組を着実に推進し、障害を有する職員にとっ

て働きやすい職場づくりに引き続き努めていくことが必要である。加え

て、障害を有する職員を受け入れる組織に対しても、障害のある職員一



  

 

 

人ひとりに応じた合理的配慮の提供等について、周囲の職員が相談でき

る環境をはじめ、サポートを充実していかなければならない。 

 

  （高齢層職員の活躍） 

労働力の確保が一層厳しい状況になっていく中、都が様々な行政課題

に的確に対応していくためには、豊富な知識や経験を持つ高齢層職員の

活躍がなくてはならない。 

また、高齢層職員が能力を十分に発揮し、引き続き都庁で活躍してい

くためには、外部環境の変化に的確に対応できるよう、リスキリングの

実施等により業務のスキルの維持・向上を図るとともに、個々の事情に

応じた多様な働き方を実現できるよう配慮することが重要である。 

本年度から定年が段階的に引き上げられていることにより、60歳で退

職するという地方公務員の今までの働き方に代わって、役職定年制や短

時間勤務が可能な定年前再任用などの制度が導入されている。今後も、

職員が定年引上げに伴う制度や取組を理解し、職員の事情に応じた定年

前後の働き方を選択できるよう、勤務条件や処遇などについて丁寧な情

報提供を行い、60歳以後の働き方に関する意思について確認するなど、

きめ細かな対応を引き続き実施されたい。 

 

 

Ⅱ 働き方改革と勤務環境の整備 

 

１ ライフ・ワーク・バランスの推進 

（柔軟で多様な働き方の推進による生活と仕事の両立支援） 

柔軟で多様な働き方を推進することは、育児、介護、治療等の事情の

ある職員を含めた誰もが活躍できる勤務環境を整備し、生活と仕事の両

立支援を図る上で極めて重要である。 

都は、「東京都職員『ライフ・ワーク・バランス』推進プラン」にお

いて、職員誰もが育児・介護等と仕事とを両立し活躍できる「都庁の働

き方」の推進に取り組むこととしている。 

本年１月には、仕事との両立を支援するため、一般職員について妊娠



  

 

 

症状対応休暇を時間単位で取得できるよう見直しを行うとともに、会計

年度任用職員には当該休暇を新たに導入した。また、職場の状況や業務

内容、職員の選択による最適なワークスタイルや職員のライフ・ワー

ク・バランスを実現する観点から、時差勤務・フレックスタイム制・テ

レワーク等を組み合わせた柔軟で多様な働き方を紹介する「ワークスタ

イル例」を周知するなどの取組を行っている。これらの取組は生活と仕

事の両立に資するものとして評価できる。 

引き続き、制度について周知を図るとともに、職場の状況を踏まえな

がらも、職員が希望する場合には制度を利用しやすい職場環境を醸成し

ていくことが重要である。 

  

本年８月、人事院は国家公務員について、フレックスタイム制を活用

して勤務時間を割り振らない日を設定できる職員の範囲の拡大について

勧告した。また、夏季休暇について、業務の都合により期間内に休暇を

使用することが困難な職員に対して、使用可能期間の拡大を行う旨、報

告において言及した。都は、フレックスタイム制の利用により４週間の

単位期間につき１日に限り勤務時間を割り振らない日を設定することが

できる制度を平成30年度に導入して運用してきた。これらの事項につい

ては、都と国の制度の違いや都の職場実態等を考慮した上で、引き続き

検討する必要がある。 

 

都は、ライフ・ワーク・バランス推進に向けテレワークを導入し、実

施の推進や対象職員の拡大等を図ってきた。現在では、テレワークは、

職場勤務と適切に組み合わせて利用され、柔軟な働き方の一つとして活

用されてきている。 

本年９月に任命権者が発表した「テレワークに関する職員満足度調査」

の結果によると、テレワークに満足している職員が約78％と、不満足と

する職員の約８％を大きく上回っており、ライフ・ワーク・バランスの

推進にも寄与していることもうかがえる。今後も、任命権者の掲げるテ

レワークに関する職員の満足度を８割以上とする目標に向けて、取組を

継続的に行っていくことが重要である。 



  

 

 

テレワークが当たり前の働き方の一つとして一層定着するためには、

職場のマネジメントとして、テレワークで実施可能な業務を更に拡充す

る観点から、業務の進め方の見直しを行っていく必要がある。任命権者

が業務の性質を考慮し、行政サービスを維持しつつ、希望する職員がテ

レワークを実施することに障壁がないよう、ハード、職場風土、業務の

在り方等について継続的に改善を図っていくことを期待する。 

 

（長時間労働の是正）  

長時間労働の是正は、職員の心身の健康保持、ライフ・ワーク・バラ

ンスの推進、誰もが働きやすい職場環境の醸成、有為な人材の確保など

につながる極めて重要な課題である。 

令和４年度の本庁における一人当たりの平均超過勤務時間数は５年ぶ

りに前年度より減少したものの、引き続き高い水準となっている。 

任命権者においては、本年４月に「超過勤務の縮減に関する基本指針」

を改定し、管理職による超過勤務の事前命令・事後確認の徹底や自己申

告面接時の超過勤務に関する意見交換等の実施を新たに明記した。これ

らの取組や「20時完全退庁」等を引き続き推進するとともに、都政の構

造改革の一環としての業務の抜本的な合理化・効率化や、管理職のマネ

ジメント意識・能力の向上、職場でのデジタルツールを活用した業務改

善、働き方の見直しに不断に取り組む必要がある。 

都では、超過勤務の上限として規則で定めている年間360時間及び他

律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を

自ら決定することが困難な業務をいう。）の比重が高い職場における上

限として規則で定めている年間720時間を超える水準で超過勤務を行う

職員が存在している。規則に定めるとおり、特例業務（大規模災害への

対処、重要な政策に関する条例の立案その他の重要な業務であって特に

緊急に処理することを要するものとして任命権者が認めるものをいう。）

に従事する職員に対しては、上限を超えて超過勤務を命ずることができ

るものの、真に必要最小限とすることを徹底しなければならない。加え

て、規則に定める特例業務による超過勤務の要因の整理、分析及び検証

については、その結果を長時間労働の是正につながるよう職場にフィー



  

 

 

ドバックするなどして効果的に活用していく必要がある。 

長時間労働の是正に向けては、原因を分析した上でその対策を講じて

いくことが肝要であり、任命権者が強いリーダーシップをもって、取り

組むことを望む。 

  

本年８月に行われた人事院の報告において、国家公務員の勤務間イン

ターバルについては、人事院規則に新たな努力義務の規定を設け、令和

６年４月の施行を目指すこととされた。都は、平成31年度より国に先駆

けて、本庁職場において勤務間インターバルを所属長の努力義務として

実施してきた。今後の国家公務員の取組状況を注視していく必要がある。 

  

なお、都議会定例会等への対応については、これまでも改善がなされ

たところではあるが、現在の慣行や運用が長時間労働につながらないよ

う、都議会の理解と協力の下、更なる見直しを進めていくことを望む。 

これらの取組を進めてもなお恒常的な長時間労働が解消されない場合

には、人員を更に精査して適切に配置していくべきである。 

  

これまで、教員は、「子供たちのため」という使命感をもって職務に

当たり、未来を担う子供たちを育てる重要な役割を果たしてきた。現在、

質の高い人材を確保するため、抜本的に教職の魅力を向上させることが

喫緊の課題となっており、長時間労働は、早急に改善していかなければ

ならない。 

本年７月に東京都教育委員会が公表した都立学校教員勤務実態調査の

集計結果によると、令和４年度の調査では、前回調査（平成29年度）よ

りも、教員の平日１日当たりの平均在校等時間が減少していたものの、

依然として長時間勤務の教員が多い状況であった。東京都教育委員会は

これまで「学校における働き方改革推進プラン」等で教員の働き方改革

の多様な取組を総合的に推進してきており、さらに、今年度末を目途に、

集中的に取り組むべき具体的な対策を「実行プログラム」として取りま

とめ、働き方改革を加速するとしている。 

教員は魅力ある仕事であることの再認識が広まって必要な人材を継続



  

 

 

的かつ安定的に確保でき、教員自身も高い使命感を持って働き続けるこ

とができることは、教育活動の質の維持・向上にも還元される。東京都

教育委員会がこれらの取組を実効性あるものとし、好循環を早期に構築

することを本委員会としても期待する。 

 

  （女性の活躍推進・男性の育児休業等の取得促進） 

女性が働きやすい環境づくりを推進することは、女性だけでなく男性

にとっても生き生きと働くことができる環境の実現につながり、ひいて

は、都が充実した行政サービスを持続的に提供していくことを可能とす

るものであり極めて重要である。 

本年４月の都の女性管理職の比率は２割程度であり、国や他自治体な

どと比較して高い水準にある。また、本年７月に公表した「シン・トセ

イ重点強化方針2023」では、都の女性活躍の状況について、民間企業が

実施した調査の指標を活用して測定したところ、513社中２位に相当す

る結果であったことが示された。これは、管理職登用度、女性活躍推進

度、ワークライフバランス度及び人材多様性度の４つの指標で測定し採

点したものであり、総体的に見て、都における女性活躍は民間企業と比

べても進んでいることがうかがえる。 

都はこれまで、昇任選考において育児休業中の受験を可能とするとと

もに、任命権者においては、キャリア・メンター制度やキャリア形成支

援研修、異業種交流カフェを実施するなど、キャリア形成を後押しする

取組を実施してきた。今後もこれらの取組を継続して実施していくべき

である。 

また、育児期はキャリア形成の重要な時期と重なることも多く、都の

男性職員が当たり前に家事・育児等へ参画することはライフ・ワーク・

バランスの推進のみならず、女性活躍の推進の点において極めて重要で

ある。男女問わず、職員の希望に応じて、家庭での時間も確保でき、仕

事でも活躍できる職場を目指していかなければならない。 

男性職員の育業等の取得の促進については、都はこれまで取組を進め、

令和４年度には男性職員の育業取得率（教育庁を除く知事部局等及び公

営企業局）は55.4％まで上昇した。さらに、国の目標設定を踏まえ、令



  

 

 

和７年度の男性職員の育業取得率の目標値を90％（１週間以上の取得率）

に上方修正し、育業の推進に取り組んでいる。本年４月からは、育業等

による欠員の補充に活用している臨時的任用職員制度の対象職種等を拡

大したところである。 

本委員会としても、これらの取組を評価し、さらに、全ての任命権者

において、育業等をしやすい勤務環境の具体的な整備を一層推進するこ

とを期待する。 

一方で、東京都職員の男女比率は、採用時は女性職員の割合が55％

（過去３年平均。各年度４月１日に１級職で採用された者（知事部局等

及び公営企業局の技能系を除く行政系）の割合。）であるものの、職級

が上がるにつれ女性の比率が下がっていく傾向にある。将来的には、全

ての職級において、職員全体の男女比率と同じ程度になることが望まし

い。 

これを実現していくためには、まず、周囲の職員を含めた意識の持ち

方が重要である。職員一人ひとりが、性別等によるアンコンシャス・バ

イアスの存在を自覚した上で、その意識を見直し、お互いを尊重する職

場風土を醸成する必要がある。民間企業の事例では、組織におけるアン

コンシャス・バイアスの解消に向けて、その存在を「認識する」、固定

観念を塗り替えることを「体験する」、バイアスを介在させない仕組み

に「変える」というステップから成る取組が有効であると指摘されてい

る。都においても、本年、任命権者は、アンコンシャス・バイアスに関

する管理職研修を新たに実施したところであるが、これを踏まえてさら

に効果的な研修を行うなど、取組を加速すべきである。 

 

２ 職員の勤務環境の整備 

  （ハラスメント防止対策） 

ハラスメントは、心身の健康を害して意欲低下を招く要因となり、十

分な能力発揮の妨げになるだけでなく、個人の尊厳や人格を不当に傷つ

け、人権に関わる重大な問題である。さらには、職場環境を悪化させ、

生産性の低下や業務遂行の阻害を招くとともに、職員の精神的不調によ

る休職や退職など、貴重な人材の損失と行政サービスの低下や都政の信



  

 

 

用失墜にもつながりかねない。管理職は率先垂範して、ハラスメントを

防止し、組織としてハラスメントを根絶する強い意志を持って取り組む

ことが重要である。  

都は、パワー・ハラスメント、セクシュアル・ハラスメント、妊娠・

出産・育児休業等に関するハラスメントについて、各ハラスメントの防

止に関する基本方針の下、意識啓発や相談窓口などの体制整備を行って

いる。本年４月には、各局等のハラスメント相談窓口が、職員からの相

談・苦情を受け、事実関係を調査し、必要な措置を講ずるに当たり、弁

護士に相談し助言を受けることができる体制を新たに整備したことは評

価できる。ハラスメントの防止にはこうした取組の積み重ねが重要であ

り、引き続き、ハラスメントが行われることのない勤務環境づくりに着

実に取り組むことを望む。 

    

  （職員の健康保持） 

職員一人ひとりが健康を維持することは、職員が生き生きと働き、職

場を能率的で活力のあるものにするためにも極めて重要である。 

しかし、都では、令和３年度に心身の故障により休職となった職員は

3,564人（休職処分となった延べ人数）に上っている。 

また、長時間労働については、心身の健康保持に大きな影響を及ぼす

ものであるが、面接対象者のうち、面接が未実施である職員については、

所属長の勧奨により確実に面接指導を実施していかなければならない。

その上で、面接指導結果に応じた適切な事後措置を講じていくことが重

要である。 

都では、精神疾患を理由とする長期療養者数が増加傾向にある。メン

タルヘルス対策については、引き続き、一次予防（未然防止）・二次予

防（早期発見等）・三次予防（復帰支援）の取組を充実させ、継続して

計画的に実施されるよう体制を整備していくことが重要である。また、

ストレスチェックについては、受検勧奨を行うとともに、集団分析結果

を活用した職場改善に効果的に取り組むことが肝要である。 

メンタル面の不調は、誰でも抱え得る問題であることを前提に、スト

レスチェックの活用など、特にセルフケア（職員自身の健康管理）が適



  

 

 

切に実施できるよう、引き続き支援をしていく必要がある。 

 

 

Ⅲ 公務員としての規律の徹底 

 

職員は、全体の奉仕者として高い倫理観を持ち、都民にとって重要な諸

課題の解決に懸命に取り組み、新型コロナウイルス感染症への対応や都市

インフラの整備などを含めて誰もが安全・安心で幸せを享受できる社会の

実現に向けて、行政サービスを日々提供し、都民生活の質の向上に貢献し

てきた。 

しかし、都民の信頼に応えるべく、多くの職員が職務にまい進している

にもかかわらず、依然として一部の職員において、非違行為等の公務員と

しての自覚を欠く行為が発生している。 

任命権者においては、都民の負託を裏切るとともに、都政全体への信頼

を著しく損ない、公務の遂行に多大な悪影響を及ぼす非違行為等に対して

厳正に対処するとともに、コンプライアンスの取組を一層強化し、非違行

為につながる根を絶つ日常の取組を続けることを強く求める。 

民間企業においても、経営目標にＳＤＧｓ（国際社会全体が取り組むべ

き持続可能な開発目標）を組み込み、デューディリジェンスとして法令を

遵守することはもちろん、事業活動が社会に及ぼす影響も考慮しつつ、社

会的な責任を果たそうとする取組がみられる。公務に従事する職員におい

ては、一層の規範意識が求められ、社会に対して大きな責任を負っている

ことは言うまでもない。 

  本委員会は、全ての職員が都民の信頼に応える高い倫理観と高潔な使命

感の下、公共のために働くという責任と誇りを持って誠実かつ公正に職務

に精励することを強く望む。 


